様式第１号（第３条関係）
令和　　 年　　 月　　 日
浦 添 市 長　  殿

開  発  行  為  事  前  協  議  書
浦 添 市 開 発 指 導 要 綱 第 ３ 条 に 基 づ き、下 記 の 開 発 行 為 に つ い て 事 前 協 議 を お 願 い し ま す。
事業者　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話

設計者　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　担当者

記

	開発行為の目的
	

	開発予定地
	　浦添市

	 接続先道路
	　種類　　　　　　　　　　　　　　　　　幅員　　　　　ｍ

	区域地域等
	　市街化・市街化調整　区域
	　用途地域

	
	 地目区分
	宅地
	農地
	国有地
	その他
	合計

	
	 面積　㎡
	
	
	
	
	

	
	比率　%
	
	
	
	
	

	
	区    分
	道路
	公園
	宅地
	公益施設
	その他
	合計

	
	面積　㎡
	
	
	
	
	
	

	
	比率　%
	
	
	
	
	
	

	 用地施設帰属
	道路（ 有 　無 ）
	公園（ 有 　無 ）
	下水道（ 有 　無 ）

	 消防水利
	 開発区域周辺に　□　ある。　　□　ない。
  　 ない場合（　防火水槽　　　基、消火栓　　　ケ所設置する）

	 雨水放流先
	· 河川　　　□　排水路　　　□　道路側溝　　　□　その他

	 汚水放流先
	· 公共下水道に接続、　　□　浄化槽を設置

	 建築計画戸数
	· 一戸建　　　戸　　　□　中高層　　階（高さ　　ｍ）　　　戸


　添付書類　位置図、現況図、地積図、求積図、土地利用計画図、道路及び排水計画図、造成計画図等公図の写し、土地の登記簿謄本その他参考書類等
様式第２号（第３条関係）
令和　　 年　　 月　　 日

浦 添 市 長　  殿

開 発 行為 事 前 協 議 事 項 変 更 届
    年     月      日 付 け で 申 請 し ま し た 開 発 行 為 事 前 協 議 書 に つ い て 、下 記 の と お り 申 請 内 容 に 変 更 が あ り ま し た の で 協 議 を お 願 い し ま す。
事業者　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話

設計者　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　担当者
記
	開発行為の目的
	

	開発予定地
	

	変更前
	変更後

	変更する理由

	図面番号及び図面内の変更箇所番号

	
	
	
	

	（注）
１　変更前後の図面を添付してください。
２　変更後の図面に変更箇所を明示してください。



様式第３号（第３条関係）
令和　　 年　　 月　　 日

浦 添 市 長　  殿

開  発  行  為  事  前  協  議  取　下　げ　届　出　書
     年     月      日 付 け で 申 請 し ま し た 開 発 行 為 事 前 協 議 書 に つ い て 、下 記 の と お り 取下  げ を し た い の で、 届  出  し ま  す  。

事業者　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話

設計者　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　担当者
記
1 開発予定地
2 開発行為の目的
3 理　　　　　由

様式第４号(第18条関係)

覚書

浦添市長　　　　　　(以下「甲」という。)と開発業者

(以下「乙」という。)との間において、乙が浦添市

　　　　　の土地で開発行為を行うにあたり、公共・公益施設の整備及び移管について甲・乙及び土地の所有者　　　　　　　　　　(以下「丙」という。)との間において次のとおり覚書を締結する。

第1条　乙は、都市計画法(以下「法」という。)に基づく開発許可を得た設計図書により、公共・公益設備の整備を行うものとする。

第2条　乙は、前条により整備を行った公共・公益施設を法第36条第3項の規定に基づく完了公告の日(以下「完了公告の日」という。)の翌日をもって甲に無償譲渡する。

2　乙は、公共・公益施設の用に供する末尾記載の土地(以下「公共・公益施設用地」という。)の所有権を完了公告の翌日をもって甲に無償譲渡する。

3　丙は、公共・公益施設用地の所有権を完了公告の日の翌日をもって甲に無償譲渡する。

第3条　乙は、公益上真にやむを得ないと甲が特に認めた所有権以外の権利を除き、賃借権、地上権、抵当権等の所有権以外の権利、その他権利形式のいかんを問わず土地及び公共・公益施設の完全な利用を阻害する制限等は一切廃除し、何ら制限又は負担のないものを甲に引渡すものとする。

第4条　乙は、工事着手前に工事用車両通行申請、道路工事施工願等の工事施工に必要な諸手続を行うこと。

第5条　乙は、法第36条第1項の規定に基づく完了の届出を行おうとするときは、第2条の定めに基づき甲に無償譲渡することとなる公共・公益施設及び公共・公益施設用地の移管手続きを行うものとする。

2　前項の手続は、乙が引渡申出書に所定の図書を添付し甲に提出し、甲の検査を受けた後、甲が引取の承諾を通知するものとする。

第6条　乙は、第5条第2項の検査の結果、公共・公益施設に補修又は改良の措置が必要なものについては、甲の指示に従い直ちに手直し工事を行わなければならない。

2　乙は、公共・公益施設の移管手続の完了の日以後1年間は、公共・公益施設について瑕疵が発見されたときは、甲の指示に従い乙の費用負担で手直し工事を行わなければならない。

第7条　公共・公益施設の管理については、移管手続の完了の日までは乙が責任をもって管理を行うものとし、移管手続の完了の日の翌日以降は甲が管理するものとする。

第8条　乙は、開発行為に関する工事の施工中及び公共・公益施設の管理中の事故及び住民への被害(以下「事故等」という。)の防止に必要な措置を講ずるとともに、万一事故等が発生したときは、乙が責任をもって解決するものとする。

第9条　この覚書の定めにかかわらず、甲が公共・公益施設の維持管理に関し特別の定めを行おうとするときは、乙は甲の指示に従い管理協定の締結を行うものとする。

第10条　乙は、移管手続の完了前に開発行為に関する権利の全部又は一部を第三者に譲渡しようとするときは、甲と協議のうえその者にこの覚書の内容を周知し、乙と同様の責務を承継させなければならない。

2　丙は、移管手続の完了前に土地の所有権に関する権利の全部又は一部を第三者に譲渡しようとするとき及び土地の所有権以外の権利の変更並びに新たな設定を行おうとするときは、甲と協議のうえその者にこの覚書の内容を周知し、丙と同様の責務を承継させなければならない。

第11条　この覚書に定めない事項については、必要に応じて甲・乙及び丙が協議して定める。

この覚書を証するために、本書　通を作成し、甲・乙及び丙記名押印のうえ各1通を保有する。
年　　月　　日　　
甲　　　　　　　　　　　

乙　　　　　　　　　　　

丙　　　　　　　　　　　

土地の表示及び甲に無償譲渡することになる公共・公益施設の表示

	土地の表示
	公共・公益施設
	備考

	所在
	地番
	公簿面積
	種類
	延長又は面積
	

	(開発区域内代表番地)
	　
	　
	　
	　
	　


特記事項　1　公共・公益施設の延長又は面積は概ねの数値であり、工事完了後の確定測量に基づき延長又は面積を確定する。なお、確定した面積の差については、乙・丙とも受認し異議を申し立てないこと。

2　公共・公益施設の用に供する用地は、土地の表示に記載した開発区域内の土地を分筆したものであること。

3　第5条に定める移管手続を行うまでに乙が土地の表示登記を行っておくものとする。

土地登記簿地目





土地利用計画








